
２０１９年６月１３日



会社概要 （２０１９年３月３１日現在）

設立 １９８１年４月

本社 福岡県北九州市

資本金 ４億３，２２８万円

事業内容

デイサービス ホームヘルプサービス

有料老人ホーム ショートスティ

グループホーム 福祉事業

訪問看護 障害支援事業

ケアプラン

従業員数 １，９５８名

事業所数 １０５カ所

1



2

北海道地区

３拠点

東北地区

２拠点

関東地区

２８拠点

中部地区

１４拠点

四国地区

４拠点

関西地区

５拠点

中国地区

６拠点九州地区

４３拠点

現在の拠点数 （２０１９年３月３１日現在）

事業名 拠点数

デイサービス ３２

有料老人ホーム ４２

グループホーム ３

訪問看護ステーション ６

ヘルパーステーション ３

ケアプランセンター １６

福祉用具販売 １

福祉用具レンタル １

就労支援A型事業所 １



事業所数推移
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（事業所数）

18
26

32
39

46
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69

75
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88

95
103

デイサービス事業

グループホーム事業
有料老人ホーム事業

101

在宅サービス事業

3

その他事業

105



目次

2019年3月期 決算概況（連結）

2020年3月期 業績予想

配当について

セグメント別の事業概況

介護をめぐる課題と展望
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ハイライト
売上高では、デイサービス事業において、介護報酬改定
の影響により減収。施設サービス事業では、既存店の
稼働率の向上により増収。

営業利益・経常利益については、給食及び介護人材の
直接雇用増による人件費の増加と事業の拡大に備えた
管理部門の人員強化による販管費の増加により、前年同期
に比べ減益。

2019年3月期 決算概況（連結）

親会社株主に帰属する当期純利益については、特別損失
（減損損失）の計上に伴い、前年同期より大幅に減益。



※当期純利益は「親会社株主に帰属する当期純利益」
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2018年3月期
(通期）

2019年3月期
(通期）

前年同期比

増減額 比率

売 上 高 １３，８６１ １４，２５８ ３９６ ２.９%

営 業 利 益 ５３５ ４９４ △４０ △７.５%

経 常 利 益 ２５０ ２１８ △３２ △１３.０%

当期純利益 ２２４ １６ △２０７ △９２.７%

（単位：百万円）

2019年3月期 決算概況（連結）



営業利益の主な増減要因

営業利益△40百万円（△7.5％）

売上高増
+396百万円
（2.9％）

営業利益
535百万円

2018年3月期

7

2019年3月期

営業利益
494百万円

その他経費減
+103百万円 給食・介護人材

等の人件費増
△342百万円

全社経費増
△198百万円

売上高増の内訳

デイサービス事業
△92百万円減
施設サービス事業
＋492百万円増
在宅サービス事業
△11百万円減
その他事業
＋8百万円増

経費減の主な内訳

内製化による
給食委託費減
△138百万円減
求人募集費
△21百万円減

紹介手数料
＋16百万円増

等

人件費増加の内訳

デイサービス事業
＋9百万円増
施設サービス事業
＋225百万円増
在宅サービス事業
＋17百万円増
その他事業
（含む給食事業）
＋91百万円増

経費増の主な内訳

事業拡大に伴う
人員増による人件費
＋150百万円増

その他の経費
＋48百万円増

増加要因
減少要因

2019年3月期 決算概況（連結）



売上高
2018年3月期

(通期）
2019年3月期

(通期）

前年同期比

増減額 比率

デイサービス事業 ３，５３０ ３，４３８ △９２△２．６%

施設サービス事業 ９，４１６ ９，９０８ ４９２ ５．２%

在宅サービス事業 ８５３ ８４１ △１１△１．４%

そ の 他 事 業 ６１ ６９ ８ １４．２%

全 事 業 合 計 １３，８６１ １４，２５８ ３９６ ２．９%

（単位：百万円）
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セグメント別売上高

2019年3月期 決算概況（連結）



セグメント別売上高の主な増減要因

売上高+396百万円（+2.9％）

デイサービス事業

△92百万円
（△2.6％）

施設サービス事業

+492百万円
（5.2％）

△11百万円
（△1.4％）

在宅サービス事業 その他事業

+8百万円
（14.2％）

13,861百万円

14,258百万円

2018年3月期

9

2019年3月期

増加要因
減少要因

介護報酬改定
の影響
（主に大規模デ
イの基本報酬減
に伴う減収

訪問件数の減少

新規施設の売上高増
（ラ・ナシカこくら
（2017.08））
＋192百万円
既存施設の稼働率の
向上による売上増
＋300百万円

2019年3月期 決算概況（連結）
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2020年3月期 計画概要

売上高は、デイサービス事業において、熊本市東区に
新規施設を開設。施設サービス事業では、既存店の
高稼働率を維持し、 2019年3月横浜市鶴見区に開設した
新規ホームの稼働率向上に注力。

営業利益・経常利益については、新規デイサービス並びに
新規ホームの早期の黒字化を目指すも、初期費用の負担
重く、減益の見通し。

2020年3月期 業績予想（連結）



※当期純利益は「親会社株主に帰属する当期純利益」

2020年3月期 業績予想（連結）
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2019年3月期
（実績）

2020年3月期
（予想）

前年同期比

増減額 比率

売 上 高 １４，２５８ １４，９０３ ６４４ ４.５% 

営 業 利 益 ４９４ ４６４△３０ △６.１%

経 常 利 益 ２１８ １３９△７８ △３６.1%

当期純利益 １６ ４６ ３０ １８４.６%

（単位：百万円）



営業利益の主な増減要因（予想）

営業利益△30百万円（△6.1％）

売上高増
+644百万円
（4.5％）

営業利益
494百万円

2019年3月期
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2020年3月期

営業利益
464百万円

新規施設を除く
給食・介護人材
等の人件費増
△227百万円 全社経費

△2百万円
売上高増の内訳

デイサービス事業
133百万円増
(内 新規43百万円)
施設サービス事業
433百万円増

(内 新規333百万円)
在宅サービス事業
63百万円増

その他事業
14百万円増

経費減の主な内訳

内製化による
給食委託費減
△86百万円減
水光熱費
＋26百万円増

紹介手数料
＋16百万円増

等

人件費増加の内訳

デイサービス事業
＋58百万円増
施設サービス事業
＋66百万円増
在宅サービス事業
＋31百万円増
その他事業
（含む給食事業）
＋72百万円増

増加要因
減少要因

新規施設の
開設費用
△489百万円

その他経費減

+44百万円

2020年3月期 業績予想（連結）



配当金について

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

2018年3月期 ― ０円００銭 ― ４円００銭 ４円００銭

2019年3月期 ― ０円００銭 ― ２円００銭 ２円００銭

2020年3月期
（予定）

― ０円００銭 ― ２円００銭 ２円００銭
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当社は事業拡大による成長のための投資資金及び内部留保と利益配分との
バランスを念頭に、株主への安定継続した配当に加え業績の伸長に応じた配当を
実施することを基本方針としております。

上記の基本方針を踏まえ、2020年3月期の配当につきましては、業績予想に基づき、
期末配当として１株当たり２円を予定しております。
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通所サービス基本報酬のサービス提供時間区分の見直しについて

現行の時間区分

新時間区分

現行の時間区分

新時間区分

報酬の見直し

報酬の見直し

0% 0% 0%4.7～
4.8%減

2.4%

減

1.7～
1.8%減

通常規模型デイサービス

大規模型（Ⅱ）デイサービス

7.1～
7.3%減

2.6～
2.8%減

5.9～
6.0%減

2.7～
2.8%減

5.2～
5.3%減

2.7～
2.8%減
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デイサービス事業
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利用登録者数の推移（名）
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デイサービス事業



デイサービス事業

要支援者・要介護者の利用回数平均の推移

要支援者・要介護者の月平均利用回数の推移

人／回 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度
２０１９年度
（予測）

要支援（１～２） ５．８回 ５．７回 ５．７回 ５．６回

要介護（１～５） １０．１回 １０．１回 １０．１回 １０．２回

回／月 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度
２０１９年度
（予測）

要支援（１～２） ５，５４１ ４，７６１ ４，３３０ ４，４００回

要介護（１～５） ２８，５６６ ２９，７５４ ３０，８０１ ３１，５００回

17



18

デイサービス事業

１回あたり

平均利用単価

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度
２０１９年度
（予測）

８，２９７円 ８，５３０円 ８，３００円 ８，４００円

利用単価の推移

大規模Ⅱ：１１事業所

大規模Ⅰ：９事業所

通常規模：９事業所

認知症型：３事業所

介護報酬改定の影響が大きく、
平均利用単価が減少
今後は要介護の利用回数増加を図り
平均利用単価アップに注力

２０１８年４月介護報酬改定



2,201 人 2,329 人 2,366 人 2,455 人

94.3 % 96.4 %
94.1 %
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入居数 空室 入居率

※靎見の鄕（100部屋 株式会社 パイン）2019年3月1日開設

（％）（人）

施設サービス事業

2,335 室
2,515室

19

2,515室
2,415室



今後の事業展開 計画地域
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熊本県熊本市
西原ケアプランセンター

2019年4月16日開設
西原デイサービス

2019年5月16日開設

福岡県北九州市
徳力ケアプランセンター
2019年7月1日開設予定

山口県下関市
西の端ケアプランセンター
2019年7月1日開設予定

埼玉県所沢市
埼玉県吉川市

特定施設応募予定
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介護をめぐる課題と展望

現下の介護の課題

○人手不足

○認知症

○財政の持続性

○介護保険のあり方
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2016年度 2025年度2020年度

第7期介護保険事業計画 第8期介護保険事業計画

介護人材需要人材の必要数

第9期介護保険事業計画

約
26
万
人

約
55
万
人

約216万人
（需要）

約190万人

約245万人
（需要）必要となる介護人材数

2020年度末には約216万人、2025年度末までに約245万人が必要
2016年度の約190万人に加え、2020年度末までに約26万人、
2025年度末までに約55万人、年間6万人程度の介護人材を確保する必要がある。

参考資料：社保審－介護給付費分科会 第165回 資料1

人手不足
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人手不足

人手不足への対応

○介護業界の就労イメージの払拭

・賃金が低い ・仕事がきつい ・社会的評価が低い

○各介護施設における「専門職の業務」と「非専門職の業務」の仕分け

○ＩＴ，センサー等による記録入力業務、夜間業務等の省略化

○高齢者の就労拡大

○外国人の就労拡大

参考資料：厚生労働省老健局長 大島 一博氏 「介護をめぐる課題と展望」

一
体
的
に



18.1

21.5

34.7

48.6

55.4

17.9

22.6

38.2

49.3

61.3

0 10 20 30 40 50 60 70

雇用が不安定

休みが取りにくい

社会的評価が低い

仕事がきつい（身体的・精神的）

賃金が低い

2014年 2013年

介護事業者が答えた介護職員の採用が困難主な理由（複数回答）

出典：公益財団法人 介護労働安定センター 【平成26年度 介護労働実態調査結果について】

【賃金が低い】【仕事がきつい】【社会的評価が低い】の回答が目立つ結果になっている。

25

介護業界の就労イメージの払拭
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介護職員賃金引上げ

参考資料：厚生労働省 社保審－介護給付費分科会 第168回 資料１

2019年10月実施予定の介護報酬改定時に

特定処遇改善加算を取得予定
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月額平均１．４万円の改善（２０１７年度～）
月額平均１．３万円の改善（２０１５年度～）

月額平均０．６万円の改善（２０１２年度～）
月額平均２．４万円の改善（２００９年度～）

介護職員処遇改善

月額平均５．７万円の改善

更に特定処遇改善加算を取得し、介護職員等の
賃金改善を実施を行い人材確保・定着に注力

※他職種への拡大
これまでの処遇改善は介護職員しか使えなかったが、他職種（介護助手・リハ職・
ソーシャルワーカー・看護職等）にも支給できる様なる。

参考資料：社保審－介護給付費分科会 第162回 資料2

介護職員賃金引上げ
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５日以上の有給取得と管理簿を作成し、３年間の保管を義務化

残業時間の上限を設定

・時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とし、
臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満
（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度に設定

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２法定労働時間
1日8時間 1週40時間

法律による上限（時間外労働）
1ヶ月45時間
1年360時間

法律による上限（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間
（休日勤務を含む）
・月100時間未満
（休日勤務を含む）

年間６ヶ月まで

働き方改革関連法（主に介護事業所に関係がある項目）

参考資料：厚生労働省ホームページ

労働環境の改善（仕事がきつい）
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業務内容の見直し、及び効率化を図る

残業時間が一部従業員に偏っている状況の平準化を図る

残業時間の削減

労働環境の改善（仕事がきつい）
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（残業時間）
（H)

有給休暇取得を就業規則にて規程

有給取得

（残業時間）
（H)



・会社規模の拡大
・人材の育成
・管理体制の強化
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社内人材の育成（社会的評価が低い）

社内役職者の人数を強化

２０１７年４月１日時点の役職者数：１０７名

２０１９年４月１日時点の役職者数：１９７名

９０名増

役職取得に向けて、社内試験の試験を実施

・主任試験 ・リーダー試験

・副主任試験 ・サブリーダー試験

組織を運営していける人材の育成を目的とした研修・試験を実施



31

スキルアップ研修の実施

組織を運営していける人材の育成を目的とした研修・試験を実施

介護福祉士実務者研修 介護職員初任者研修

前期 後期 受講者合計 社内受講者

２０１６年度 － － １０名 ３名

２０１７年度 １９名 １８名 １１名 ３名

２０１８年度 １８名 １９名 １０名 １名

２０１９年度 ７月開始予定 １２名 １２名

・介護職員初任者研修

・介護職員実務者研修

・介護福祉士試験対策講習

・介護支援専門員試験対策講習

・健康運動指導士

社内人材の育成（社会的評価が低い）
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「専門職の業務」と「非専門職の業務」の仕分け

一体的に業務の効率化を図る

ＩＴ，センサー等による記録入力業務、 夜間業務等の省略化

高齢者の就労拡大

○デイサービスにタブレット型記録システム導入

○就労支援A型事業所から清掃職員を施設に派遣

○各施設にて障害者雇用の促進

○居室見守りシステム・電子カルテを１施設にテスト導入

○６０歳以上の従業員数

２０１７年３月末日 １６１名 ２０１９年３月末日 １７６名
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入国管理法の改正（案）について
現行 （日本にて就業出来る種類）

・留学生 ・技能実習生 ・在留資格のある外国人
・高度専門知識を有する人材（大学教授・医師等）

・留学生 ・技能実習生 ・在留資格のある外国人
・高度専門知識を有する人材（大学教授・医者等）

新たな在留資格 条件 在留期間 家族の帯同

特定技能１号 一定の技能 通算５年 ×

特定技能２号 熟練した技能 更新可能 〇

NEW

※介護・農業・自動車整備等の14業種で想定

現在 法案の改定を審議中

改正（案）

外国人の就労拡大（新在留資格）
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外国人の就労拡大（外国人技能実習生の受入れ）

外国人労働者の実態

2,005 

5,058 

7,089 
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6,000
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（人）
外国人技能実習 失踪者数推移

２０１７年に失踪した実習生が７，０００人を
超え、失踪する技能実習が年々増加している。

57.6 

62.0 
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（％）

外国人技能実習 失踪動機
低賃金の推移

失踪動機として低賃金の回答が大半を
占めており、年々増加している。

参考資料：法務省 調査開示資料 参考資料：法務省 調査開示資料
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当社では２０１９年６月より千葉県内
「ラ・ナシカ こぶけ・たかしな・さくら」にて６名受け入れ予定

多くの外国人材を受け入れを可能にするためには

・社内規定や規則の見直し
・円滑に業務を遂行できるような職場環境
・職員の教育
・賃金制度

外国人の就労拡大（外国人技能実習生の受入れ）
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認知症新大綱案について

認知症大綱案の主な内容

○発症や発症後の進行を遅らせる予防の取り組みを推進
○認知症になってからも自分らしく暮らせる社会の実現
○当事者の視点に立った「認知症バリアフリー」を進める
移動手段の確保、消費者被害の防止、金融機関や小売へのアクセスなどの
分野においてKPI（重要業績評価指標）の設定を含め取組を強化する。

予防に重点を置き認知症になる年齢を遅らせ、社会保障費抑制に
つなげるのが狙い。

○介護予防事業への協力
○認知症予防へのインセンティブの可能性



37

財政の持続性

給付と負担バランス

○「中福祉・低負担」から「中福祉・中負担」へ

高
福
祉

中
福
祉

低
福
祉

低負担 中負担 高負担

低福祉・低負担グループ

中福祉・中負担グループ

高福祉・高負担グループ

北欧諸国

主要大陸
欧州諸国

日本

財
源
不
足

参考資料：「中福祉・中負担」の社会保障の確立による安心強化に向けて

現在の中福祉を行うに当り財源不足を
公債により賄っている。

現役への給付を将来世代への毎年のツケ
回しで調達していることになり、このままで
は制度の持続可能性が失われてしまう。

消費税増税等による「社会保障・税一改革」

対 策

社会保障費増大の抑制
・予防・健康づくり
・サービス提供の効率化、適正利用
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介護報酬改定について

2019年10月実施予定の主な改定内容

○特定処遇改善加算の創設

○消費税率引上げにあわせた介護報酬等に係る消費税の取扱い
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参考資料：厚生労働省 社保審－介護給付費分科会 第168回 資料１

消費税率が10％に引上予定で、これに伴い介護事業所・
施設の「控除対象外消費税負担」も増加することから、
負担増を補填するための特別の介護報酬プラス改定
（消費税対応改定）が行われます。 改定率＋0.39%

消費税の増税について
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消費税の増税について

消費税：消費に広く公平に負担を求める間接税

課税対象
・事業者が事業をして行う取引
・対価を得て行う取引
・資産の譲渡等
・貸付け及び薬務の提供と外国貨物の輸入

導入及び引上げの過去

1989年4月1日 消費税の導入 （3％）

1997年4月1日 消費税の引上げ（3％⇒5％）
2014年4月1日 消費税の引上げ（5％⇒8％）
2019年10月1日（予定） 消費税の引上げ（8％⇒10％）
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2014年４月１日 消費税の引上げ（５％⇒８％）

2019年10月１日（予定） 消費税の引上げ（８％⇒１０％）

損税分を介護基本報酬に上乗せし、介護報酬の改定を行う。

増税に伴う影響額：約８，０００万円／年

シダー：８６事業所（連結）

増税に伴う影響額：約５，０００万円／年
※昨年の実績を基に算出してます。

シダー：１０５事業所（連結）

８％への改定時と同じ扱いで対応（予定）

消費税の増税について



本資料は株式会社シダーの事業及び業界動向についての株式会社シダーによる
現在の予定、推定、見込み、又は予想に基づいた将来の展望についても言及しています。
これらの将来の展望に関する表明は様々なリスクや不確かさが内在しております。
既に知られたもしくは今だに知られていないリスクや不確かさその他の要因が、
将来の展望に対する表明に含まれる事柄と異なる結果を引き起こさないとも限りません。
株式会社シダーは将来の展望に対する表明及び予想が正しいと約束することはできず、
結果は将来の展望と著しく異なるか、更に悪いことも有り得ます。

本資料における将来の展望に関する表明は、2019年6月13日現在において利用可能な
情報に基づいて株式会社シダーにより2019年6月13日現在においてなされたものであり、
将来の出来事や状況を反映して将来の展望に関するいかなる表明の記載をも更新し、
変更するものではありません。

本資料の取り扱いについて

2019年6月13日 株式会社シダー
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